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ンは、すでにアメリカのバイオ系企業 Corixa によって臨床実験段階に⼊っている（2）。 
 
62 万９千台のたばこ⾃販機 
 2002 年時点の⽇本の喫煙率は、JT の統計によると、男性 49％、⼥性 14％である（1）。
⽶ＣＤＣ（アメリカ疾病予防管理センター）によれば、1998 年の⽇本の「⼀⼈当たりの年
間喫煙本数」は先進国の中で最⾼で、15 歳以上の⽇本⼈⼀⼈当たり 2403 本／年である
（3）。未成年者の喫煙率も⾼く、1996 年と 2000 年に⾏われた全国調査によれば、⾼校３
年⽣男⼦の 25％が「毎⽇喫煙者」で、うち４分の３が⾃販機からたばこを購⼊していた（4、





肺がんによる死亡者数は、男性 3,020 ⼈、⼥性 1,090 ⼈だったのに対し、2000 年には、男
性 39,590 ⼈、⼥性 14,360 ⼈に達している（6、7）。⽇本の国⽴がんセンターによれば、
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 たばこの有害性を過⼩評価しようとする JT の取組みは、1980 年代半ばからより強固なも
のになっていった。これは、⽇本のたばこ市場が海外メーカーに開放され、また、フィリッ
プモリスや他の⽶たばこ会社との「特別な関係」が始まった時期である。1987 年は、様々
な点で JT にとって転機の年だったといえる。（1985 年に）⽇本専売公社が⺠営化し、87
年にはアメリカからの強い圧⼒のもとたばこの関税が撤廃された。その結果、⽇本ではより
積極的なたばこのマーケティングが始まり、国内たばこ消費量が増加した（12、13）。⼀⽅、
同年（1987 年）の 10 ⽉、厚⽣省が、たばこに関する⽇本初の公式な報告書である（通称）






ことを予測し、JT は 1986 年に喫煙科学研究財団を⼤蔵省の（許可の）もとに設⽴し、さら
に、1987 年 2 ⽉、⽇本国内でたばこ販売に関わる５社（JT、 Philip Morris、RJ Reynolds、

















































ド・ホエル Donald Hoel は、 このシンポジウムを主催するという JT の案について「⼤変
すばらしい」と記している（25）。 この案は、「室内空気の質 国際科学会議 1987 年 東
京」（“International Scientific Conference on Indoor Air Quality, Tokyo 1987”）として実現
化し、 「先⼿を打って世界健康会議の影響⼒を阻⽌するために」世界会議の数⽇前に開か
                                                

















れた論⽂は、1990 年に春⽇⻫の編集で、International Archives of Occupational and 
Environmental Health (Supplement) に出版された（33）。フィリップモリス ジャパンの 




「中⽴的な」論⽂を発表すると⾒込まれた科学者 40 ⼈の参加を計画した（34、35）。 JT
は、この⽬的を果たすため、⼤蔵省の（許可の）もと当時設⽴されたばかりの喫煙科学研究







 1980 年代の「半⺠営化」以降、フィリップモリスは、JT の喫煙と健康問題に対するスタ
ンスについて指導してきた。ほぼ 20 年の間、フィリップモリス側の承認を得るために、JT
は喫煙と健康問題に関する公式発表内容の詳細をフィリップモリスに定期的に⾒せていた。













後にやってくることもあった。1993 年 2 ⽉、フィリップモリスは、⽇本の『プレジデン
ト』誌に掲載された「JT 役員のものとされる（発⾔の）引⽤の幾つかに問題があり、これ













 （公開されている）産業内部⽂書には、⽇⽶間の協⼒の様⼦は 1987 年以降からよく現れ
てくるが、これ以前の時期に専売公社が喫煙と健康問題について純粋に何も知らなかったと
いうわけではない。1981 年、フィリップモリスの研究コンサルタントであるピーター・リ




ェクトに助成⾦を出す計画をたてていた（45）。フィリップモリスが ASI Market Research 
に依頼した 1981 年の「⽇本喫煙調査」によると、⽇本の喫煙者のうち、わずか 28％が、喫
煙の有害性について少なくとも多少は懸念していて、「かなり懸念している」と答えた喫煙
者はたったの 6％だった（46）。WHO がたばこ対策に関するはじめての国際的勧告を出し










































を ⾏っているとある（53）。⽇本たばこ協会の内部⽅針⽂書（『1990 年代の憲章』“A 














































論⽂には、フィリップモリス⽂書サイト The Philip Morris Document Site 
(http://www.pmdocs.com/) と アメリカのたばこ訴訟で公開されたその他の会社の内部⽂書を
使⽤した。“Japan,” “JT,” “JTI,” “JTS,” などをまずキーワードとして⽤い、⽇本たばこに関
連する⽂書を探し出した。重要な⼈物や⽇付けを⾒つけた後は、その⼈物名、特定の期間あ
るいは⽇付け、関連機関（例、”TIOJ”）、⽂書のタイプ（例、”letter”）、または、特定の





The Legacy Tobacco Documents Library  (http://legacy.library.ucsf.edu/) 
The RJ Reynolds Document Archive  (http://www.rjrtdocs.com/rjrtdocs/index.wmt?tab=home) 
The Lorillard Tobacco Company Document Site  (http://www.lorillarddocs.com) 
⽇本のたばこ病訴訟に関する情報（⼝頭弁論の記録や証⼈の意⾒書）は、以下のサイトから
取得した (http://plaza10.mbn.or.jp/~sensho/)。 
